


































































→  何のために数字を使うのか（目的をはっきり） 
ただ集めても無駄なだけ（よくあること） 
→ 顕著に事実を示す数字はどれか  
③見易く、わかりやすく、インパクトのある示し方が大事（数字の使い方に悩む）   
→ 表にして数字を示す、視覚的にグラフで示す  
→ わかりやすいグラフを作るのは案外難しい 単純な棒・折線グラフこそ難しい 






























10  G-Census を活用した分析資料の紹介 ～地域別に見た人口動向～ 
11  データを活用する場合に心がけていること 
12  統計調査に対する理解を深める 










































































































































県土の 8 割は豊かな森林が占めており、森林率は高知県に次いで全国 2 位である。その豊かな
森は代々の県民によって守り受け継がれており、木質バイオマスエネルギーにも利用可能な人工
林ヒノキの蓄積量は 50,261 千ｍ3（平成 24 年森林資源の現況）と全国 2 位、東濃桧のブランドで
名高いヒノキの素材生産量（平成 26 年木材需給報告書）は 145 千ｍ3 で全国 6 位となっている。   
 この豊かな森は清らかな水を蓄え、太平洋や日本海に注ぐ多くの川の源となり、人々の暮らし







えている。平成 25 年漁業・養殖業生産統計によると、鮎の漁獲量は 218ｔ、養殖鮎の収穫量は 911

























岐阜市（美濃地方）の平均気温の平年値（昭和 56 年から平成 22 年までの 30 年間の平均値：気
象庁）は 15.8℃と温暖である一方、高山市（飛騨地方）は 11.0℃と寒冷な気候である。日照時間
の平年値は高山市では年間 1623.7 時間であるのに対し、岐阜市では年間 2085.1 時間と長く、長





「ほうれんそう 10,800t 全国 6 位」、大粒で甘味が自慢な「えだまめ 1,250t 全国 10 位」、海外か
らも高い評価を得ている「柿 12,000t 全国 4 位・岐阜県瑞穂市は甘柿の代表品種「富有柿」の発








































































































３(4)岐阜県の人口は 17 位と全国でも多い方 
平成 22 年国勢調査による岐阜県の人口は 208 万人であり、全国 17 位と人口が多い方の県とな
っている。 
しかしながら、岐阜県の人口は減少が続いており、平成27年9月1日現在の人口は203万人と、

























































































































































































 平成 26 年経済センサス基礎調査によると、岐阜県の事業所のうち 14.4％（全国 8.8％）を製造
業が占め、この割合は全国トップとなっている。また、全産業のうち製造業の就業者数が占める



































































































































 平成 25 年工業統計調査により、出荷額の全国シェアが高い主なものを紹介すると、関の刀鍛冶
に端を発した刃物産業では包丁類 55.3％、理髪用刃物 74.4％と全国 1位であり、日本の台所、美
容院・理髪店は岐阜県の刃物産業が支えているとも言える。また、本県は日本を代表する焼き物
である織部や志野を生み出した「美濃焼」の産地であり、陶磁器関係の全国シェアは、和飲食器
39.0％、洋飲食器 59.9％、内装タイル 63.2％、その他のタイル 50.9％など全国 1 位、さらに「飛
騨の匠」を受け継いだ木工産業では、木製机・テーブル・いすは 16.5％と全国 1 位を誇っている。




























































































































































































 平成 26 年の岐阜県観光入込客統計調査によると、本県への観光客は約 3,700 万人に上り、主な
ところを紹介すると、合掌造りの伝統家屋で世界遺産に登録された白川郷 130 万人、伝統的建造
物が数多く受け継がれ、趣ある古い町並みで有名な高山地域 312 万人、下呂温泉 112 万人、世界
大級の淡水魚水族館「アクア・トトぎふ」がある河川環境楽園 501 万人となっている。 












































 また、観光消費額は 2694 億円と推計されている。これを世帯消費に換算すると、約 7 万 4千世




勤労者世帯の 1 か月平均消費支出は 305,038 円（H26 年全国消費実態調査結果） 
1 年当たりに換算すると 3,660,456 円による。  
46
３(7)賑やかで助け合って暮らす県民性 
 暮らしぶりに目を向けると、一般世帯数は 735,702 世帯、一世帯当たり人員は 2.78 人（全国
2.42 人）と全国 5 位、三世代同居世帯の割合 13.8％（全国 7.1％）で全国 11 位と比較的家族が
多い県と言え、家族が集まって賑やかに暮らす様子が伺える。逆に、単独世帯割合は 23.6％（全



























































































































































また、平成 22 年国勢調査によると労働力率は男性 73.7％で全国 15 位、女性は 50.8％で全国
12 位、60 代就業率は 52.6％で全国 8位、一般世帯に占める夫婦の共働き世帯の割合も 32.3％と
全国7位で、比較的勤勉で働く意欲が高い傾向が見られる。平成26年全国消費実態調査でみると、
2 人以上の勤労者世帯で一世帯当たりの月間収入は 501,989 円と全国 11 位、貯蓄残高は 13,960
千円と全国 7 位、平成 25 年住宅・土地統計による持ち家比率は 74.5％と全国 7 位、一人当たり































































































































































































・和食（外食）消費金額 39,423円 多い方から全国 ２位！（前回１位！）
・洋食（外食）消費金額 24,755円 多い方から全国 ５位！（前回４位！）
・中華食（外食）消費金額 8,058円 多い方から全国 ２位！





















































59,869 58,094 55,653 



























0～14歳  2,441  2,282 0～14歳 13.0% 13.5% 22位
15～64歳  13,564  12,469 15～64歳 59.4% 58.9% 17位
























































































































































































































して注目されるようになったのは、平成 26 年 5 月の日本創成会議の提言「ストップ少子化・地方
元気戦略」がきっかけであろう。 
その提言では、将来、20～39 歳女性人口が 5 割以下に減少する団体、896 市町村が「消滅可能
性都市」として指摘され（岐阜県では 17 市町村が該当）、個別市町村に言及されたため、大変な
話題となった。地方の人口減少は若者の大都市への流出が要因であり、「東京一極集中」に歯止め
をかけるとともに、基本目標を「国民の希望出生率の実現」に置き、2025 年に 1.8 その後、人口
















































































 日本の人口は平成 20(2008)年をピークとして減少が続き、その減少幅は拡大しつつある。 
平成 24(2012)年には平成 17(2005)年の人口を下回り、平成 26(2014)年は 1 億 2708 万人と前年














△ 232 △ 251
△ 51
68
△ 35 △ 53

































































 国立社会保障・人口問題研究所による日本の将来人口をみると、2040 年時点で 1 億 700 万人と
△17％の減少となっている。これは 1970 年頃の人口に相当する規模であり、頭数だけ見れば昔に
戻るだけという印象もある。しかし、1970 年は 0-14 歳人口の割合が 24.0％と約 4人に 1 人を占
めていたのに対し、2040 年では 10.0％と 10 人に 1 人まで減っている。一方で、65 歳以上人口は、
1970 年は 7.1％と約 10 人に 1 人に対し、2040 年では 36.1％と約 3 人に 1 人まで増加しており、
人口規模は同じでも年齢構造は全く逆転するという結果になっている。昔に戻るのではなく、新
しい時代を迎えると考えるべきである。 
さらに、2060 年には日本の人口は 8700 万人と、およそ 3 割の人が減ってしまうと推計されて
いる。国の人口ビジョンでは若い世代の結婚・子育ての希望実現に取り組むことで、2040 年頃に


























































から第 5 位であり、60 年が経過した 2010 年では第 10 位。この 60 年間で日本の人口は大きく増
加したが、インドネシア、ブラジルなどの国々は更に大きく増加したため、順位としては低下し
ている。なお、2050 年頃の将来人口では日本の順位は 16 位とさらに低下すると見込まれている。 
 人口の多い国：1950,2010,2050年
(1,000人）
国名 総人口 国名 総人口 国名 総人口
1 中 国 543,776 中 国 1,359,821 イ ン ド 1,620,051 
2 イ ン ド 376,325 イ ン ド 1,205,625 中 国 1,384,977 
3 ア メ リ カ 合 衆 国 157,813 ア メ リ カ 合 衆 国 312,247 ナ イ ジ ェ リ ア 440,355 
4 ロ シ ア 連 邦 102,799 イ ン ド ネ シ ア 240,676 ア メ リ カ 合 衆 国 400,853 
5 日 本 82,199 ブ ラ ジ ル 195,210 イ ン ド ネ シ ア 321,377 
6 イ ン ド ネ シ ア 72,592 パ キ ス タ ン 173,149 パ キ ス タ ン 271,082 
7 ド イ ツ 70,094 ナ イ ジ ェ リ ア 159,708 ブ ラ ジ ル 231,120 
8 ブ ラ ジ ル 53,975 バ ン グ ラ デ シ ュ 151,125 バ ン グ ラ デ シ ュ 201,948 
9 イ ギ リ ス 50,616 ロ シ ア 連 邦 143,618 エ チ オ ピ ア 187,573
10 イ タ リ ア 46,367 日 本 127,353 フ ィ リ ピ ン 157,118 
11 フ ラ ン ス 41,832 メ キ シ コ 117,886 メ キ シ コ 156,102
12 バ ン グ ラ デ シ ュ 37,895 フ ィ リ ピ ン 93,444 コ ン ゴ 民 主 共 和 国 155,291 
13 ナ イ ジ ェ リ ア 37,860 ベ ト ナ ム 89,047 タ ン ザ ニ ア 129,417 
14 パ キ ス タ ン 37,542 エ チ オ ピ ア 87,095 エ ジ プ ト 121,798
15 ウ ク ラ イ ナ 37,298 ド イ ツ 83,017 ロ シ ア 連 邦 120,896
16 メ キ シ コ 28,296 エ ジ プ ト 78,076 日 本 108,329 
17 ス ペ イ ン 28,070 イ ラ ン 74,462 ウ ガ ン ダ 104,078 
18 ベ ト ナ ム 24,949 ト ル コ 72,138 ベ ト ナ ム 103,697 
19 ポ ー ラ ン ド 24,824 タ イ 66,402 イ ラ ン 100,598
20 エ ジ プ ト 21,514 フ ラ ン ス 63,231 ケ ニ ア 97,173 
21 ト ル コ 21,238 コ ン ゴ 民 主 共 和 国 62,191 ト ル コ 94,606 
22 タ イ 20,607 イ ギ リ ス 62,066 ス ー ダ ン 77,138 
23 韓 国 19,211 イ タ リ ア 60,509 フ ラ ン ス 73,212 
24 フ ィ リ ピ ン 18,580 ミ ャ ン マ ー 51,931 イ ギ リ ス 73,131
25 エ チ オ ピ ア 18,128 南 ア フ リ カ 51,452 ド イ ツ 72,566





































◆岐阜県人口・少子化問題研究会の設置（平成 18 年）  
  ・データから少子化の要因分析・研究 
  ・外部委託とせず、県職員が独自に将来人口を推計 → 長期構想の基礎となった 
 
◆ 岐阜県長期構想(H21～30)～人口減少時代への挑戦～の策定（平成 21 年 3 月） 
  ・人口減少社会への対応を正面に据えた総合計画を策定 
   ※当時、人口減少をテーマとした総合計画策定は、大変珍しい取組であった 
  ・岐阜県の将来構想研究会を設置。人口減少社会の課題を研究 
   → 介護医療需要の増、労働力人口や地域内消費減少の懸念など 
   → 介護・地域医療の充実、製造業・観光等地域外所得の獲得など 
 
◆岐阜県長期構想中間見直し～「清流の国ぎふ」の未来づくり～の策定（平成 26 年 3 月） 
  ・構想策定以降の変化を踏まえ、政策効果を検証し、中間見直しを 
  ・岐阜県政策研究会を設置し、課題を研究。 
  ・基礎資料として、平成 22 年国調等を基に、新たな将来人口推計を実施 
  （労働力人口、世帯の将来推計等も実施） 
 
◆H26 日本創成会議の提言を踏まえ、岐阜県人口問題研究会の設置、超長期の将来推計等 
  ・市町村レベルで人口減少問題を議論する契機 地域レベルで分析・議論 
  ・市町村別に将来人口推計を実施し検証 
  ・超長期に渡る将来推計、出生率の回復時期等シミュレーションを実施  
 
◆研究成果も踏まえ、岐阜県人口ビジョン、「清流の国ぎふ」創生総合戦略を策定 




















































































































岐阜県の人口は昭和 58 年には 200 万人を超えるなど順調に増加を続けてきたが、平成 17 国勢
調査で初めて減少に転じ、平成 22 年国勢調査（10 月 1 日現在）では 208 万 773 人と、前回の平





















































平成 22 年 10 月 1 日現在の日本の人口は 1 億 2806 万人（128,057,352 人）となっており、岐阜
県の人口 208 万人（2,080,773 人）は全国 17 位と全国で見れば多い方で、全体の 1.6％を占めて
いる（県内総生産も人口規模とほぼ同じで、1.5％を占めている）。 




中高校・教育委員会を含めた教員数が約 16000 人、警察が約 4000 人で、併せると約 2 万 4000 人
と 5 年間の減少数に匹敵する規模となる。極端な例えだが、県内から大規模な事業所が 5年間で
消えたことになり、地域にとって大きな影響がある減少と言えるだろう。 
 
５(3)平成 22 年国勢調査以降、平成 26 年までの人口の推移 
平成 22 年以降も、岐阜県の人口は減少を続けている。平成 22 年以降、平成 26 年 10 月までに
およそ 4 万人が減少しており、1 年間に約 1 万人ずつ減少していることになる。原稿時点では国
勢調査の審査途中であるため、5 年間経過した平成 27 年 10 月 1 日現在の人口は判明していない
が、直近 9月 1 日現在の人口は 203 万人となっており、およそ 5 年間で 5 万人と、前回の減少数
































































また、人口の高齢化も確実に進行している。65 歳以上人口は約 5 万 6千人の増加、人口に占め
る割合も 27.3％と、4 人に 1 人を超える水準となっている。 




を見据えた推計が必要となってくる。後に詳しく触れるが、2040 年時点の岐阜県の人口は 158 万
人と約 1/4 が減ると見込まれている。 
 
５(4)なぜ人口は減少しているのか → 自然減少と社会減少が続くこと 






ると、平成 18 年以降、自然動態、社会動態ともに減少が続いている。 
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けているおり、平成 26 年では約 6千人のマイナスとなっている。なお、岐阜県人口動態統計調査
では外国人の自然動態数も含まれていること、集計期間も国勢調査に合わせ 10 月 1 日を起点とし
ているため、日本人を対象としている厚生労働省人口動態統計とは数値が異なる。 
昭和 55 年と比較すると、平成 26 年の出生数（1万 5822 人）は昭和 55 年（2 万 6313 人）に比
べ、△40.0％およそ 1万人の減少となっている。一方、死亡数は増加を続け、平成 26 年の死亡数
（2 万 1773 人）は昭和 55 年（1 万 2874 人）に比べ、＋69.1％、およそ 9 千人が増加している。 
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平均寿命は着実に伸びており、平成 22 年では男性が 79.92 歳、女性が 86.26 歳と、女性が男性































































































3,557 3,561 3,462 3,433 3,272 3,009 2,623 2,617 2,472 2,376
3,140 2,844 2,690 3,236 3,591 3,397 
3,143 3,078 3,052 3,136
4,360 4,480 4,846 





















































成 26 年では人口維持に必要な水準（人口置換水準）2.07 を大きく下回る 1.42 となっている。 
出生数は昭和 48 年以降減少を続け、その後は約 2 万人前後で推移していたが、平成 13 年に 2
万人を割り込んで以降さらに減少が続き、平成 26 年では第二次ベビーブームに当たる昭和 48 年







































































平成 22 年の合計特殊出生率は 1.48 と、同じく日本人女性人口を分母として計算された平成 17
年と比べ上昇したものの、出生数はむしろ減少という結果となった。これは母となる女性人口が
減少していることによる。出生数の推移は将来の親世代の人口となる。出生数の減少は第 2 次ベ






































































































かつて出生率が も高かった 25～29 歳では、20 年間で半分程度にまで低下している。一方、30
歳以上の出生率は徐々に上昇している。しかし、上昇した 30～34 歳でも、低下した 25～29 歳程
度に留まっており、２つの年齢階級がほぼ同程度の水準となっている。 





































































昭和 40 年生まれ世代以降は、若い世代ほど出生率は低下傾向となっている。1970 年生まれ世



































































































































＜20 代～30 代女性の有配偶率が大きく低下＞ 
続いて、女性の有配偶率を見てみると、どの年齢においても低下したことがわかる。 
特に25～29歳の低下が著しく、ここ25年間で約75％から約40％へ大きく低下している。また、
30～34 歳についても、約 90％から約 65％と低下しており、かつては 35 歳までに 10 人に 9 人が








































＜結婚の動向 → 未婚率が上昇＞ 
未婚率をみると 30～34 歳で男性は 44.7％、女性は 29.4％と男女ともに大きく上昇している。 
20 歳代の未婚率の上昇には頭打ちの傾向が見られるものの、30 歳代では依然として上昇傾向が





















































































生涯未婚率（50 歳時点で結婚したことのない人の割合）でも、県は男性の 15.8％、女性は 6.8％
に上昇している。全国では男性 5人に 1 人、女性 10 人に 1 人が未婚となっており、かつてと比べ
ると結婚行動に大きな変化があったことが伺える。なお、これより若い世代の未婚率が上昇して
きたことから考えると平成 27 年国勢調査ではさらに生涯未婚率が上昇する可能性もある。また、












































































































一方、転出超過数が も多い「職業上」を見ると、1990 年代の転出超過は 2 千人を下回る程度
であったが、2000 年代に入ってからは転出超過数が増え、近年は 4千人近い転出超過が続いてい





























































主な移動理由別・年齢別に見ると、「住宅事情」の転入超過は 30～39 歳と 0～9 歳で多く、住宅
を求めて子育て世代が家族ぐるみで引っ越してくることが多いと考えられる。転出超過のうち

































































































日本人の転出超過について移動地別に見ると、隣接する愛知県が も多く、平成 26 年では岐阜








































出身県 人数 割合 進学先 人数 割合
1 岐 阜 1,793 39.2% 1 愛 知 4,532 47.6%
2 愛 知 1,354 29.6% 2 岐 阜 1,793 18.8%
3 静 岡 151 3.3% 3 東 京 597 6.3%
4 三 重 140 3.1% 4 京 都 426 4.5%
5 滋 賀 105 2.3% 5 滋 賀 227 2.4%
6 長 野 104 2.3% 6 神奈川 209 2.2%
7 沖 縄 102 2.2% 7 大 阪 189 2.0%
8 富 山 70 1.5% 8 石 川 179 1.9%
9 福 井 64 1.4% 9 静 岡 173 1.8%
10 大 阪 54 1.2% 10 三 重 115 1.2%
11 石 川 48 1.0% 11 富 山 114 1.2%
12 兵 庫 48 1.0% 12 千 葉 101 1.1%
13 京 都 37 0.8% 13 兵 庫 97 1.0%
14 新 潟 30 0.7% 14 長 野 90 0.9%
15 東 京 26 0.6% 15 福 井 82 0.9%
県内からの入学者 1,793人 39.2% 県内への進学者 1,793人 18.8%




















1980 年と 2010 年を比較すると、少子化の進行、県外流出により若い世代が減少したため、三
角形から高齢層に偏ったつぼ型に変化している。 
 































































































































































６(1)2040 年の岐阜県の人口は約 158 万人。2010 年と比較して約 50 万人の減少 
2010(H22)年の国勢調査を基にした将来人口推計によると、2040 年の人口は約 158 万人、約 50
万人の減少となり、30 年間で△24.3％、4 人に 1 人が減るという厳しい結果であった。50 万人は
県庁所在地である岐阜市の人口約 41 万人(2010 年)を超える。 
人口規模としては 1955 年（昭和 30 年）年頃と同程度だが、人口構造は大きく変化し、当時約
3 割を占めていた子どもの数が 1 割程度に、逆にわずか 6.3％に過ぎなかった高齢者の数が 36％
に及ぶ「超少子高齢社会」が到来する。同じ人口規模でも年齢構成は全く逆転しており、単純に
過去に戻るのではなく、「子ども中心の社会」から「大人が中心の社会」に変化すると言える。 
なお、国勢調査で も人口が多かった 2000 年をピークとすると、1955 年からピークに達する


































































える中心である 15～64 歳の生産年齢人口（現役世代）が急激に減少する。 
これを実数で見ると、0～14 歳人口は現在の約 29 万人から 12 万人減少し約 17 万 4 千人に、15
～64 歳の人口は約 129 万人から約 84 万人へと約 3 割以上に相当する 45 万人規模で減少する。 
一方、65 歳以上の高齢者はさらに増加し、ピークとなる 2020 年頃には約 9 万人が増加し 59 万
人程度に、その後しばらく横ばいが続くものの、団塊ジュニア世代が 65 歳を迎える 2040 年頃に
は再び増加し、57 万人と、2010 年と比べ約 7万人増加すると見られる。 
とりわけ、生産年齢人口の本格的減少は、これまでにない初めての経験であり、厚い若年層、
現役世代層に支えられてきた経済・社会のシステムに大きな変革を迫るものになると考えられる。 










































































 2040 年では若い世代ほど人口が少なく、人口が減少してしまう構造に変化したことが伺える。 
 
 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































６(4)出生率が劇的に回復しても人口減少が止るまでには約 60 年が必要 




① 5 年後（2015 年）までに回復 2080 年頃に 168 万人程度で静止 
②10 年後（2020 年）までに回復 2083 年頃に 164 万人程度で静止 









































































































































































































































































A 2080 年 168万人
（5年後（2015年）までに 2.07に回復）
C 2099 年 148 万人
（30年後（2040年）までに 2.07に回復）
B 2083 年 164 万人
（10年後（2020年）までに 2.07に回復）
76
いずれのパターンでも人口減少が止まるまでにおよそ 60 年（2 世代分）の期間が必要となる。 
合計特殊出生率回復の効果は容易には現れない。 
【60 年程度（2 世代分）のイメージ】 





































































参考：岐阜県政策研究会｢人口動向研究部会｣の概要（将来人口(H24.3 月公表)を実施）  
①作業は統計課企画分析担当を中心に実施。総合政策課政策研究担当で連携。 
推計の検証・客観性担保のため外部の専門家をアドバイザーとして委嘱（役職等は当時） 
・アドバイザー→ 吉田良生 椙山女学園大学現代マネジメント学部教授 
            伊藤薫 岐阜聖徳学園大学経済情報学部教授 










　2010（H22 ）年　１．４８ → 2040年　１．４４








































































































＜30 年後の岐阜県の人口は 158 万人。2010 年と比べ約 50 万人の大幅減＞ 
・2040 年の岐阜県の人口は 1955 年（昭和 30 年）頃の人口に相当。 
 しかし、6％程度だった 65 歳以上が 35％になるなど、人口構造は全く異なる。 








＜出生率が劇的に回復しても、人口減少が止まるまでには約 60 年程度かかる＞ 
・出生率が人口を維持できる水準（人口置換水準 2.07）に回復しても、人口減少が止まるまでに
は約 60 年程度必要。このままでは長期にわたって、人口減少社会が続く見込み。 
・ただし、出生率の回復が早いほど、人口減少の規模が緩和されることは明らか。 
 












































18.1 20.8 22.7 24.2 





















































2010年 20.9千人 （人口比 1.0%）























































































の数（労働力人口）は年々減少している。現在のまま推移した場合、2010 年の 108 万人から 2040












































































































































































































































































































































































































＜岐阜県人口問題研究会の構成（平成 26 年 7 月設置）＞ 
   座長：岐阜経済大学副学長 竹内治彦教授 
   委員：十六総研奥田主席研究員、共立総研渡邊主任研究員 
      清流の国づくり政策課長、統計課長、子ども・女性政策課長等 
      市町村代表 瑞浪市、飛騨市、揖斐川町、白川町 
 
８(2)研究会の報告 
研究会は精力的に研究が進められ、平成 26 年 12 月 22 日に報告が取りまとめられた。 
 報告の概要は以下のとおりである。 
＜報告書の概要＞ 





◎ 対策の方向性について ～ 自然減対策と社会減対策 ～  
１．対策の前提    ２．基本的な対策方針  
○ 県としての人口減少対策 ～  
１．県としての「自然減対策」 ２．県としての「社会減対策」  
○ 市町村の人口減少対策  
１．総論（共通事項）  ２．各論（社会減少対策） 
※市町村ごとにカルテ作成（20 市町村） 
 















































































































る。平成 25 年度、岐阜県の転出者数の総数は 77,790 人あった。このうち県内他市町村への転出
88
は 33,031 人（42.5％）、県外への転出は 44,759 人(57.5％)となっている。県外への転出のうち愛












中心都市として機能している。              ⇒ ダム機能都市型 
 


































































［タイプ３］ 愛知県通勤圏型  （類型Ｃ） 
特 徴 愛知県への通勤、転出が多く、つながりが強い 












［タイプ４］ ハイブリッド型  （類型Ｂ＋Ｃ） 
特 徴 タイプ 1 の都市とも愛知県ともつながりが強い 



























































そこでは、このままでは 2010 年 208 万人から 2100 年には 63 万人に減少するが、出生率が 2040












本県の人口は 2040 年に 158 万人へ、2150 年には 30 万人にまで減少すると推計される。 
②推計２：社会増減を 2040 年までに均衡させ、合計特殊出生率を 2030 年に 1.8(第 3 次岐阜
県少子化対策基本計画における目標値)へ、2040 年に 2.07(国立社会保障・人口


























































年少人口(0～14 歳)は、2100 年を基準とすると、推計 2 では、県人口の 18.3％となり、推計
1 の場合(10.3％)と比べ、8 ポイント高くなる(上段グラフ「年少人口(0～14 歳)の割合の将来
推計(岐阜県)」参照)。 
93
老年人口(65 歳以上)は、2100 年を基準とすると、推計 2 では、県人口の 23.9％となり、推




























































































 さて、推計結果を見ると、2040 年に出生率を 2.07 に回復させ、社会増減を均衡させ、ようや















   （地域活動の担い手育成、医療・介護） 
・地域特性に応じ、多様な主体と連携して施策を展開 
 

















































































































平成 22 年国勢調査による岐阜県人口は 208 万人で、5 年前と比べ約 2万 6 千人減少した。 





瑞穂市（1,941 人、3.88％）、各務原市（1,430 人、0.99％）などの 12 市町となっている。 
一方、人口が減少したのは高山市（△3,484 人、△3.62％）、中津川市（△3,170 人、△3.77％）、
郡上市（△3,004 人、△6.32％）などの 30 市町村となっている。 


























































































































































































































































































































































































































































のが下の図である（岐阜市は人口 41 万人と県内で も多くを占める）。 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































基に計算するので経済予測に比べたらはるかに確度が高く、仮に 2040 年の将来推計 158 万人が実
際 168 万人だとしても人口減少に変わりはないと説明しても、所詮予測は予測、という反応もあ
った。その時は「この推計が外れ増えたら誰もがうれしいハッピーなことです」とお話ししたが。



























































例を上げると、人口の増減率である。H22 国勢調査の減少率は 1％程度と少ないが、実数は 2
万 6 千人と飛騨市の人口に相当し、とても小さいとは言えない。1％という、小さな率のみに注目

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































岐阜県長期構想～人口減少時代への挑戦～（平成 21 年 3 月） 
岐阜県長期構想中間見直し～「清流の国ぎふ」の未来づくり～（平成 26 年 3 月） 
岐阜県人口問題研究会中間報告（平成 26 年 12 月） 
岐阜県人口ビジョン（平成 27 年 10 月） 
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